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次世代の分散型電力システムに関する検討会（第９回） 

議事録 

日時 令和６年３月５日（火）12：03～13：50 

場所 経済産業省別館２階 238会議室＋オンライン（Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｔｅａｍｓ） 

 

１．開会 

○事務局  

定刻になりましたので、ただいまから第９回次世代の分散型電力システムに関する検討

会を開催させていただきます。 

 私、資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギーシステム課の中山でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 皆様におかれましては、お忙しい中お集まりいただき、ありがとうございます。これまで

本検討会はオンラインで開催をしておりましたが、今回は対面とオンラインの併用という

ところで開催させていただければと思います。 

 現地でご参加いただいております皆様におかれましては、ご発言のときは名札を立てて

いただきまして、マイクがお近くにない場合はお届けさせていただきます。マイクをご活用

いただければと思います。オンラインで参加の皆様におかれましては、動作を円滑にするた

めに、ビデオはオフにしておいていただければと思います。ご協力いただければと思います。

ご発言をされない場合は、ミュートにしていただければと思います。ご発言される場合は、

チャット欄にてご所属とお名前を記入いただけたらと思います。 

 万が一、回線不調等が発生した場合は、別途ご案内済みの事務局の電話番号まで、ご連絡

をいただければと思います。 

 それでは、まず資料の確認をさせていただきます。資料については、事前にお送りさせて

いただいております資料の１、議事次第に記載しておりますとおり、資料の１から資料の７

及び参考資料の８点となっております。議事の進行に合わせて、資料は画面上にも投影をさ

せていただきますが、もしご覧になれない場合は、事前送付した資料のほうをご確認いただ

ければと思います。 

 また、本日の検討会も、ＹｏｕＴｕｂｅにてオンライン中継をさせていただくとともに、

資料と議事要旨についても、経済産業省のホームページで後ほど公開させていただきます。

あらかじめ、ご了承をいただければと思います。 

 本日の出席者は、資料の２、委員等名簿のとおりでございます。 

 まず、初めに、新エネルギーシステム課長の山田より、一言ご挨拶を申し上げます。 

 

○事務局 

 新エネルギーシステム課長の山田でございます。昨年 12月に着任をいたしました。 

 本日は、お忙しいところ、本検討会にご参加いただきまして誠にありがとうございます。 
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 本日の検討会でございますが、一つ、次世代スマートメーターを活用した分散型リソース

の取引ルールに関して、それから二つ目、調整金について、という二つのテーマについてご

議論をいただきますほか、３点のご報告をさせていただく予定でございます。 

 一つ目のテーマですけれども、次世代スマートメーターの導入に伴いまして、ＥＶ充電器

でありますとか太陽光パワコン等の需要家リソースのデータが活用可能になりますので、

機器に特化した小売料金メニューやＤＲメニューのサービス提供を想定したような取引ル

ールについてご議論をいただきます。 

 二つ目のテーマでございますけれども、機器に特化したＤＲを行う場合に、小売事業者と

アグリゲーターの間に便益の不一致というものが生じます。その不一致を調整するための

調整金の算定方法などについて、ご議論をいただく予定でございます。 

 ご報告事項についてでございますけれども、ディマンドリスポンス等の拡大に向けた予

算の状況、特に系統用蓄電池の補助金の要件に関して検討状況をご報告させていただくほ

か、プロジェクトリーダーの早稲田大学の石井先生にＮＥＤＯローカルフレキシビリティ

事業をご報告いただくとともに、ＥＲＡ（エネルギーリソースアグリゲーション事業協会）

様より、設立に関するご報告をいただきます。 

 系統用蓄電池補助金につきましては、ＧＸ予算で、国庫債務負担行為として、複数年度で

利用することが可能になっております。また、金額のほうも拡大しておりますので、利用は

しやすくなっている側面はございますけれども、ご支援に当たっては、拡大一辺倒というこ

とではなく、市場の健全な育成という観点からも、補助金の要件を検討しておるところでご

ざいます。 

 また、再エネの利用拡大と電力系統の混雑緩和を実現するためにＮＥＤＯにおいて実施

しております技術開発事業について、システムの開発状況、それから来年度実施されるフィ

ールド試験の内容について、ご報告をいただきます。 

 加えて、ＥＲＡ設立により、アグリゲーションビジネスに関連する事業者様のコミュニケ

ーションの機会が増えてきているように思います。より多くの事業者様にご参加いただく

ことにより、業界の健全な発展に寄与されることを期待しております。 

 では、本日もどうぞよろしくお願いいたします。 

 

○事務局 

 ありがとうございました。 

 それでは、以下、林座長に議事の進行をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 

２．議題 

次世代スマメを活用した分散型リソースの取引ルールに関して 

調整金（仮称）について 
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ディマンドリスポンス等の拡大に向けた予算状況について 

ＮＥＤＯ電力系統の混雑緩和のための分散型エネルギーリソース制御技術開発（ＦＬＥ

Ｘ ＤＥＲ）事業の進捗報告 

エネルギーリソースアグリゲーション事業協会（ＥＲＡ）設立に関する報告 

 

○林座長 

 林でございます。 

 それでは、議事次第に沿って進行させていただきます。 

 本日の議題は、議事次第のとおり、次世代スマメを活用した分散型リソースの取引ルー

ルに関して、調整金（仮称）について、ディマンドリスポンス等の拡大に向けた予算状況

について、ＮＥＤＯ電力系統の混雑緩和のための分散型エネルギーリソース制御技術開発

事業の進捗報告、エネルギーリソースアグリゲーション事業協会（ＥＲＡ）の設立に関す

る報告の５点でございます。 

 資料は、事務局、石井オブザーバー、平尾委員よりご説明いただきます。 

 ご質問、ご意見、いずれの場合も、Ｔｅａｍｓのチャット欄で所属、氏名をご入力いた

だきまして、私から発言する方を順番に指名して、皆様からの意見をいただきます。会場

の方は、そのまま名札を立てていただければと思います。 

 それでは、初めに、資料３について、事務局より説明をお願いいたします。 

 

○事務局 

 それでは、資料３、次世代スマートメーターを活用した分散型リソースの取引ルールに

ついてということで、電力産業・市場室の髙橋よりご説明をさせていただきます。本日は

よろしくお願いいたします。 

 おめくりいただきまして、２ページ目でございます。 

 こちらの議題は、第７回で議論いたしましたものの続きとなっておりまして、２ページ目

で第７回の議論を振り返らせていただけたらと思いますけれども、第７回では、次世代スマ

ートメーターの導入に伴いまして、ＥＶ充電器ですとか太陽光パワコン等といった需要家

リソースのデータが活用可能となることを踏まえ、機器に特化した小売料金メニューです

とかＤＲメニューといったサービスが提供されることを想定し、取引ルール等の検討をす

ることといたしました。 

 具体的には、下の表に示しております①契約の整理と、それにひもづく②から⑥の論点に

ついて検討が必要ということをご提示させていただきました。 

 また、次のページに移っていただきまして、論点①の契約の整理についてでございます。

第７回では、低圧機器点リソースを測り分けるための契約上の方策として、１需要場所１引

込Ｎ計量Ｎ契約の整理をとることができないか検討することをご提案させていただきまし

た。 
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 図の左側をご覧いただければと思いますけれども、従来の託送供給の概念というのは、系

統と受電点、一つの需要場所と一つの契約というのを見たときに、１需要場所１引込１計量

１契約と、こういったものが原則となっておりまして、そこに対して図の右側ですけれども、

計量点を複数持ち、さらにそれに対応した契約を複数持つといった、Ｎ計量Ｎ契約といった

ことをご提案していたところでございます。 

 他方で、ご提案したこちらのケース以外についても、次世代スマメを活用した取引ルール

として分散型リソースの活用を推進可能な方式というものが取り得ることから、詳細につ

いて今回検討を行うものでございます。 

 ４ページ目でございます。 

 ４ページ目は、第７回の資料をそのまま載せておりまして、１需要場所・１引込・１契約・

１計量というものが託送供給約款等の原則となっているというところですけれども、それ

の契約単位の例外として、１需要場所１引込Ｎ計量Ｎ契約の整理をとることが一案という

ことをご提示させていただくものにございます。 

 ５ページ目でございます。 

 １需要場所１引込Ｎ計量Ｎ契約、今後パターン①というふうに呼びますけれども、こちら

の整理に当たっては、現行の電気事業法上の制度下では、受電点までの供給が託送供給とい

うふうに整理をされておりまして、仮にパターン①の契約を認める場合には、当該整理を見

直すと。すなわち、機器点までの供給を託送供給と整理すると、そういったことが必要にな

るという点に関して留意が必要だというふうに考えております。 

 ２ポツ目、仮に上記のような見直しを行う場合、宅内配線による供給も託送となることか

ら、以下のような実務上の課題というのが生じますが、こちらについては、今回の契約の整

理といったことでは、対応は難しいというふうに考えております。 

 一つ目ですけれども、宅内配線の管理義務というのが一般送配電事業者に生じますが、配

線等を特定するということは、実際の需要地の中では困難な場合もございまして、責任分界

点が不明確となるという点と、二つ目、宅内配線の管理コストというのが生じまして、その

託送コストに乗っかることで、そちら側の増要因となりますが、こちらを一般負担とします

と他の需要家さんとの関係で負担の公平性を失するといったところがパターン①の課題か

なというふうに考えてございます。 

 続きまして、６ページ目でございます。 

 こちらもパターン①の課題が続きますけれども、パターン①では、機器点の需要を除いた

受電点の消費電力量を求めるために、計量時同士の差引きという差分計量といったことが

必要となりますが、高圧、特高では、その適正な計量を担保するといった観点から、差分計

量というのは認められておりませんという状況でございます。したがいまして、パターン①

を取り得るのは差分計量の条件を満たした低圧に限定されるというのが前提とのことであ

ります。 

 この点、低圧においては、規制料金による機器点小売契約の申出というのがあった場合に、
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みなし小売電気事業者においては、そちらの供給を拒むことができないといった形に電気

事業法上なっておりまして、受電点で規制料金メニューを契約した上で、機器点を用いて契

約を分割することで契約容量を小さくし、３段階料金の低価格帯のみを享受するといった

ような意図しない使われ方といったことを防ぐことが困難であるといった点も課題かなと

いうふうに考えてございます。 

 ３ポツ目です。それぞれの接続供給契約を締結する事業者が異なる場合に、受電点の小売

電気事業者のＢＧに対して、別のＢＧに属する機器点の需要の変動というのが影響を及ぼ

しまして、インバランスの主体が不明確となる点も課題かと考えております。 

こちらを回避するには、受電点の小売事業者と機器点の小売事業者が属するＢＧの間で

インバランスの精算をするといったことをすれば、論理的には可能ではあるんですけれど

も、ＢＧの数だけその組合せ的に精算が発生することで、実運用がとても、処理が膨大とな

りまして、そういった実運用を加味すると、受電点の小売電気事業者が属するＢＧと機器点

の小売電気事業者が属するＢＧというのは同一の事業者であるということが必要であるだ

ろうというふうに考えてございます。 

 最後、こちらはパターン①の課題というよりは、パターン①で目指したことに関しては、

既に特例需要場所という制度がございまして、そちらを活用いただくことで、ＥＶですとか

再エネ等の活用に当たっては別引込みとすることで別の小売契約を結ぶといったことも現

時点で可能になっておりますといったところを申し添えさせていただいております。 

 続きまして、８ページ目でございます。 

 パターン①の検討を踏まえて、新たなスキームをご提案させていただくものでございま

す。 

 受電点と機器点の小売電気事業者は同一のＢＧの事業者であることが必要といったとこ

ろですとか、託送供給の概念は受電点までとなるといったところが前提となるといったと

ころを先ほどまでお話しさせていただきましたが、それを踏まえると、機器点、機器個別の

メニューの展開を促す観点では、１需要場所１引込Ｎ計量１契約、こちらをパターン②と呼

びますけれども、そういった形が適切ではないかというふうに考えてございます。 

 パターン②では、接続供給契約は受電点までとなりますが、小売電気事業者から機器点利

用に係る申請があった場合に、次世代スマートメーターを経由して取得された機器点の計

量値を一般送配電事業者から小売電気事業者に提供するといったスキームとなっておりま

して、こちらのスキームを活用することで、当該機器点計量値を用いた小売料金メニュー等

の提供が可能となるというふうに考えてございます。 

 なお、こちらの機器点の計量値は、あくまで小売料金メニュー等に用いる値でございまし

て、託送料金ですとかインバランスの算定といったものには用いないものとなってござい

ます。 

 続きまして、10ページ目でございます。 

 先ほどご紹介したパターン②について、先ほどご紹介した、あるいは、基本的に小売事業



6 

者さんと機器点を活用される方というのは同一のパターンを想定しましたけれども、別の

事業者になるということも、理屈の上では存在し得るかなというふうに考えております。 

 そういった場合に、小売電気事業者さんとサービス提供事業者さんでの計量値のやり取

りといったことについての整理をする必要があるかと考えておりまして、そういった計量

値の提供を受ける際は、サービス提供事業者さんにおいて、その需要場所の需要家さん及び

受電点の小売事業者さんの同意を取得いただいた上で、受電点の小売電気事業者さんから

受け取るといった形で整理できないかというふうに考えてございます。 

 当然、こういった整理となりますので、小売電気事業者さんと機器点のサービサーという

のが連携していくといったことが重要になるというふうに考えてございます。 

 最後、11ページでございます。まとめです。 

 契約の整理についてはパターン②を前提とすることで、受電点の小売電気事業者と機器

点のサービサーの連携によって、機器点計量値を活用した料金メニューの提供を可能とす

る形ですとか、機器点計量値を活用したサービスの提供を可能とする形ではどうかという

ふうに考えてございます。 

 パターン②を取ることで、パターン①を取ることにより発生していた論点の②から⑥と

いった各論点に関しては、通常の小売契約と同様に整理ができるというふうに考えてござ

いまして、今回の取引量に関する検討というのは以上となるかというふうに考えてござい

ます。 

 ご説明は以上でございます。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。それでは、資料３へのご意見、ご質問を頂戴したいと思います。

今回も、ご意見でもご質問でも、どちらをご発言いただいても問題ございません。 

 ご意見、ご質問のある皆様におかれましては、まず、対面でお越しの方は名札を立ててい

ただきまして、Ｗｅｂで参加の方はチャット欄にご所属、お名前を入力してください。私か

ら、発言する方を順番に指名いたします。回答については、最後にまとめて実施いただきま

すので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず会場ですね、対面でお越しの西村委員、よろしくお願いいたします。 

 

○西村委員 

 西村です。髙橋さん、ご説明ありがとうございました。 

去年の夏の時点で、小売側と低圧アグリゲーターが一つの主体じゃないと難しいよねと

いうことは一応決まっているので、そこを援用すれば、今日の結論で妥当かなというふうに

思います。 

 私からは２点ありまして、一つは、今、日本では、１回卸市場がスパイクして以降という

もの、海外で言うデフォルト約款（従量電灯）を持っている旧一電小売に客の７割方が集ま
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ってしまって、現実はもうちょっと集まっている地域も多いということですよね。たとえ競

争促進を一生懸命やったところで、テキサスみたいにデフォルト約款をゼロにしたところ

を除けば、基本デフォルトで安定性のある、一応原価に裏づけられた料金を持っているとこ

ろ、あるいは、たとえ経過措置が解除されたとしても、そこがベースになっている料金とい

うものは、基本やっぱりシェアが７割とか８割とか、ここが非常に重要なんですよ。 

 一方で、これから、蓄電池とか電気自動車とか、いろんなＤＲを使っていろんなビジネス

をやったり、再エネバランシングをやったり、こういう形で新しい分散型システムに貢献す

るお客さんも、またそこにたくさんいらっしゃるわけで、そうじゃない契約にもいらっしゃ

るんですけど、ということは、蓄電池に関わるアグリゲーター、ＥＶに関わるアグリゲータ

ーやいろんな企業、いろんな人たちが、単一の、日本に９社か 10社しかないところに申入

れをすることになりますよね。それで、一緒に連携してやってほしいということになるんで

すが、そのときに、小売の態度とか間口とか広さとかいうのは非常に大事で、あなたは私の

気に食わないから連携してあげないとかいうと、一気にポテンシャルが小さくなるんです

よ。 

 当然、それぞれ事情があるので、何でもかんでも法で強制するかどうかは別にして、少な

くともＤＥＲの拡張とか活用という意味で、ＥＲＡＢガイドラインがいいかどうか分から

ないんですけれども、小売事業者がそういう幅広い連携をするようにエンカレッジしてあ

げるという工夫がどこかに要るような気がいたしました。 

 特にこれ、８ページで言う１需要場所１引込Ｎ計量１契約ということにすると、複数のア

グリゲーターなりＤＲサービスさんと一つの小売の話をしなきゃいけなくて、そこが例え

ば、三つまとめてくる事業者しか駄目だよとかというふうにすると、あっという間に使える

リソースが小さくなっちゃうので、そういう幅広さみたいなものをどうやって誘導するか

というのは今日以降の課題かなというふうに思いました。それが１点です。 

 ２点は、事務局及びＤＳＯというか、一般送配電事業者に確認なんですけれども、このル

ートで言うと、例えば８ページに託送料金がインバラに使うものには用いないと書いてあ

り、また 10ページには、基本小売事業者から受け取るようにしますよということで、ＭＤ

ＭＳからデータを持ち出して、こういう用途に使うときは小売事業者経由であるというこ

とが少なくともこのパターンでは見てとれるんですが、逆に一般送電事業者のＭＤＭＳを

アグリゲーターに渡すというパターンは絶対にないのかと。例えば、こういうことをちょっ

と測定して、こういうサービスを拡張したりとか、いろんなことを調べたいとか、あるいは、

ユーザーが使いたいというのは、今時点で明確に決まっていないと思うんですが、この取引

パターンだと小売契約をもらえばいいと思うんですが、ＭＤＭＳ自体のデータを今やって

いる人たちの今後の渡し方とか、より分散型電力システムを加速するための、誰にどう使っ

てもらうというのは、今現在どこか整理されているでしょうか。どうお考えか、その２点を

後でいいので聞かせてください。 

 私からは以上です。 
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○林座長  

ありがとうございました。 

 特に、Ｗｅｂのほうからも今はないということでございますので、それでは回答を。 

失礼しました。中部電力パワーグリッドの下村専門委員のほうから手が挙がっていると

いうことで、では下村専門委員、よろしくお願いいたします。 

 

○下村専門委員 

 中部電力パワーグリッドの下村です。聞こえておりますでしょうか。 

 

○林座長 

 はい、聞こえております。 

 

○下村専門委員 

 ご説明ありがとうございました。今回、機器点リソースの測り分けをご検討いただいたわ

けですけれども、その根幹となります契約の体系について、丁寧に整理いただきまして、本

当にありがとうございます。 

 観点で申し上げますと、電気事業法の下で整理されております託送供給の範囲との整合

とか、また、ネガティブな面で言いますと、託送の契約の分割によって生じる契約容量とか

料金算定、こういうネガティブ事例の抑止の観点、様々なところから整理いただいたこのパ

ターンの②というもの、これを方向性とすることで異論ございません。 

 また、機器点の計量値を用います新たなサービスの導入に当たりましては、できる限り多

くの事業家の皆様にメリットを享受することができますように、今後、小売電気事業者の方、

また機器点のサービサーの皆様に、多様なメニューを展開いただき、こういうサービスが、

よりよい系統の利用につながることを期待しております。そのためにも、一送といたしまし

て、円滑なサービスの導入に向けて、システム改修の対応を進めてまいりたいと思います。 

 中部電力パワーグリッドからは以上でございます。ありがとうございます。 

 

○林座長  

ありがとうございました。 

 さらに、関西電力送配電の松浦専門委員からも手が挙がっているということで、よろしく

お願いいたします。 

 

○松浦専門委員 

 関西の松浦です。音声大丈夫でしょうか。 
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○林座長 

 はい、聞こえております。 

 

○松浦専門委員 

 ありがとうございます。事務局におかれましては、Ｎ計量Ｎ契約という理想の姿からいろ

いろご検討いただきまして、今ほど中部パワーグリッドの下村様からもご指摘がありまし

たとおり、いろんなメリットデメリットをご検討いただいた上で、Ｎ計量１契約という今回

の結論に収れんさせていただきまして、本当にありがとうございます。非常に現実的な解だ

と思っておりまして、今回の契約の整理によりまして、需要家、小売電気事業者様、サービ

ス提供事業者様等々の関係が明確になったというふうに考えております。 

 今後、2026 年４月に運用開始を目指すというお話がございましたと思いますので、これ

に向けて、実運用に向けて詳細設計の検討を進めまして、特定計量（ＩｏＴルート）運用ガ

イドラインに反映していくフェーズに入っていくというふうに考えております。 

 私ども一般送配電事業者としましては、特定計量のデータの提供に向けまして、このガイ

ドラインを基にスマートメーターシステムや、託送システム等、関連するシステムの開発、

改修を進めていきたいと考えておりますが、かねて申し上げていますとおり、システム開発

には一定の期間が必要になりますので、この点をぜひご考慮いただきたいと考えておりま

す。 

 詳細設計でご検討いただいた内容をシステムに反映させようと考えますと、弊社のケー

スで申しますと、今年 2024年の６月が一つの目安となってしまいます。非常に短納期とな

りますけれども、ぜひともスピード感を持ってご検討いただければと存じますので、この点、

今後とも、どうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは以上でございます。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。 

それでは、会場のほうから、盛次専門委員からございましたので、よろしくお願いいたし

ます。 

 

○盛次専門委員 

 ＲＥＸＥＶの盛次です。よろしくお願いします。 

 整理いただいた内容で、幾つかちょっとコメントさせていただきたいんですけれども、論

点としては、西村先生がおっしゃられたことと同じです。現状の課題とご説明いただいたと

ころから判断すると、小売が関与するというのは、もうこれはしようがないかなというとこ

ろで考えております。 

一方で、やっぱりサービサーが、いろんなサービサーが出てくることを考えると、小売の
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関与がないケース、小売を介さないでやれるようなケースというのが理想的なのかなと思

っております。 

 データの話も、西村先生がおっしゃっていましたけど、私の理解も、現状、全て小売経由

という形になっているかと思います。なので、こういったところをもうちょっと改善してい

くというところで、今後検討を引き続き進めていただければなというところです。 

 

○林座長 

 続きまして、会場から、岩船委員、よろしくお願いいたします。 

 

○岩船委員 

 ご説明ありがとうございました。そうですね、理由を伺えば、こういう整理にならざるを

得ないのかなという印象はあるんですけれども、やはりサービサーの立場からすると、小売

さんと必ずというのは、かなり、いろんな意味で制約が増えるようなことになってしまうか

なという懸念はあります。 

 私は、１点質問したかったのは、この機器点の計量値というのが、最終的には小売のメニ

ュー、８ページの３ポツ目ですね。機器点の計量値は、あくまで小売料金とのメニュー等に

用いる値であり、託送料金やインバランスの算定には用いないという、ここに関して。とい

うことは、調整力等を最終的に市場取引に出すようなものには、この機器点の計量値は使え

ないという整理になるのか、そこをちょっと確認しておきたかったです。 

 ですから、ほかに方法がないのであれば、やはり小売さんと連携していくしかないと思う

んですけれども、計量値の受け取り等はどのぐらいタイムラグがあるのかとか、その辺り、

どのぐらいサービサーさんが使いやすいのかとか、やはり、その辺りの配慮は必要かなと私

も思いました。 

 以上です。 

 

○林座長 

 ありがとうございます。 

 じゃあ、会場から平尾委員、よろしくお願いいたします。 

 

○平尾専門委員 

 Ｓｈｉｚｅｎ Ｃｏｎｎｅｃｔ、平尾でございます。 

 ご説明ありがとうございます。今の岩船先生のお話もありましたけれども、調整力で機器

点の計量値を使うというときになりますと、今の需給調整市場で言うと、次のコマまでに報

告を上げないといけないという条件になっておりますので、小売経由で全部受け取るとい

うふうになると、大分そこが難しくなるのかなという気がしているところですので、ちょっ

とそこの、機器個別計測のところが 26年から出てくるといったときの実運用も考えて、デ
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ータの受け取り方といったところをご検討いただければと思います。 

 以上です。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、資料３につきまして、本日ご欠席の市村委員からもご意見をいただいておりま

すので、事務局から代読していただければと思います。 

 

○事務局 

承知いたしました。それでは代読をさせていただきます。 

 事務局案にある「パターン②を前提とする」に同意。 

 そもそも、託送供給の制度設計上の本質（受電点までの供給）を考えると、Ｎ計量Ｎ契約

では膨大な取引コストをかけることになる。結果として、社会コスト増加につながり、電力

自由化の趣旨に相入れないと考える。小売電気事業者のアグリゲーターとしての創意工夫

を育む観点でも、パターン②は合理的な提案と言える。 

 以上でございます。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。 

 その他、オブザーバーも含めまして、ご意見等はございますでしょうか。 

 それでは、いただいたご意見全体に対しまして、事務局からコメントがあればお願いいた

します。 

 

○事務局 

 事務局でございます。 

 まず、西村先生よりいただきました、今回の制度を整理したとしても、受電点の小売さん

の協力が縛られるということがあれば、そういったことがないようにということでコメン

トいただきましたけれども、そこに関しては、まさにおっしゃるとおりかなと、こういうふ

うに思っておりまして、今回の制度整備をした結果として、その実効性を担保するといった

ところは必要かなというふうに考えてございまして、具体的な措置に関しては、今後詳細を

検討していこうと思っておりますが、ご指摘いただいた趣旨を違えないような方向で検討

を進めていこうというふうに考えてございます。 

 また、複数の委員からもご指摘がありましたけれども、小売を介さないデータの提供に関

して、こちらは既に、電気事業法上は認定協会というものがございまして、送配電のデータ

を扱うことができるスキーム自体は存在しているんですけれども、こちらの協会側のシス

テムで、今の機器点というのは対応ができていない状況でして、そちらのシステム改修の費
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用というところが工面できれば、今後そういった提供がなされていくかなというふうにな

ってございます。 

 こちらの協会の費用に関しては、協会側で資金調達ということが必要になるんですけれ

ども、一般的にはそのデータを利用される会員さんからの会費を募る形で回収しておりま

すので、そういった仕組みを活用して、できることを考えていくということかなというふう

に考えてございます。 

 続きまして、需給調整での活用ですけれども、今回ご提示させていただきました話は、あ

くまで接続供給契約の中で使うといったお話でございまして、結論から申し上げますと、需

給調整に機器点の計量値を使っていただくということは可能といったところでございます。

こちらは、需給調整市場側のルールとして、既に８月の回などで整理をしておりまして、使

えるということになっておりますので、ご回答をさせていただきます。 

 以上となります。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。また時間があれば、最後にまとめて議論があれば、時間を設け

たいと思います。 

 それでは、次の資料４について、引き続き事務局よりご説明いただきます。よろしくお願

いいたします。 

 

○事務局 

 資料４でございます。調整金（仮称）の整理についてという資料でございます。 

 １ページおめくりいただきまして、前回の第８回では、需給調整市場における機器個別計

測というものを 2026年に開始をするという方針を決定させていただきました。 

 本検討会において、機器個別計測を実施する際の小売電気事業者とアグリゲーター間に

生じる電気の不一致を調整するというところで、調整金（仮称）を採用することとして、今

後その算出方法等の詳細検討を進めるということにしておりました。 

 今般の需給調整市場におけるリソース参入開始というところの方針を踏まえて、検討を

させていただいております。 

 調整金（仮称）と類似した仕組みとして、ネガワット調整金がありますところ、本検討会

においては、受電点でのネガワット調整金の仕組みを基本とした上で、機器個別計測の影響

を考慮しても、これらの仕組みが適用できるかという観点で確認をさせていただいており

ます。 

 特高・高圧のように、個々に計画値を策定する場合というところと、あと、前回方針を決

めさせていただきました低圧で群管理をしていくというところがございますが、群管理の

有無、個々で計画値を策定するという場合と、群で管理をしていくというところの群管理の

有無により、各種計画の提出の方法が異なりますので、複数の需要地点を群管理として取り
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扱うことができるのかというところも含めて考慮させていただいてございます。 

 下側の図は中間取りまとめで、本件についてまとめているページでございます。 

 おめくりいただきまして、３ページ目、ネガワット調整金とは、というところ、こちらは

参考でございますので、ご確認いただければと思います。 

 おめくりいただきまして、先ほどの中間取りまとめのところを参考として記載させてい

ただいております。 

 おめくりいただきまして、まず、調整金（仮称）の対象となる累計というところを整理さ

せていただいております。 

 下側に、２掛ける３というところで、累計がそれぞれございますが、まず上側のところの

二つの累計の１①というところ、１②というところは、今回の対象にはならないというとこ

ろでございます。その理由については、上側のところについては、小売電気事業者の意思に

基づいて需要抑制を行うものであるというところでございますので、ＥＲＡＢガイドライ

ンにおいても、ネガワット調整金を支払うという概念はないというふうに整理をされてお

りますので、今回の調整金（仮称）と調整をするというところについては対象外になるとい

う整理でございます。 

 下側をご確認いただきまして、ごめんなさい、すみません、間違えました。先ほど上側の

二つのところについては、こちらのＪＥＰＸであるとか小売さんに渡すというところでご

ざいまして、バランシンググループの計画値同時同量というところを目指すところであり

ますので、今回の需給調整市場への調整力を供出するというところからは対象外になると

いうところでございます。失礼いたしました。 

 下側のところなんですが、先ほどご説明をさせていただいたとおり、左側の緑色の直接型

というところについては、小売電気事業者の意思に基づいて需要抑制を行うものであると

いうところで、ネガワット調整金を支払うという概念はないというふうに整理をしており

ますので、今回の対象外と。ですので、今回検討する対象となるのは、右側の赤囲いをさせ

ていただいたところになります。 

 おめくりいただきまして、６ページ目でございます。それぞれの場合について検討してお

ります。 

 まず、受電点の潮流というところが順潮であるという場合でございます。計画値について

は、個々に管理をするというところ。ＤＲリソース以外の需要が計画からは変化をしないと

いう場合について、まずは検討しております。 

 下側の図をご確認ください。まず、リソースのパターンというところでございますが、な

かりせば、ではありますが、需要が 40から 20というところでございます。ＤＲリソースと

して 10 から 30 に出力を上げているというところで、中の需要については変化をしないと

いう場合を考えております。こちらについては機器点のところで、アグリゲーターとしては

基準値 10から実績値 30ということで、その差分の調整力供出量が 20というところでござ

います。 
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 受電点のほうをご確認いただきますと、計画値なかりせばですが、40から実績値 20とい

うところで、需要変化量は 20と。宅内の需要の変化はないというところですので、20のま

まというところでございます。 

 こちら、調整力供出量が 20 というところと、需要の変化量が 20 というところで等しい

というところで、ＤＲによる小売の需要抑制量というところは、調整力供出量の 20と等し

いというところでございます。 

 次、おめくりをいただきまして、７ページ目でございます。 

 こちらは、先ほどの受電点の潮流順潮というところと、計画値は個々に管理というところ

は同一でございますが、ＤＲリソース以外の需要も計画から変化をする場合というところ

で考えてございます。 

 こちらについては、下の図をご確認いただきますと、リソースパターンというところでご

ざいますが、需要なかりせば 40から 10になるというところでございます。それで、ＤＲリ

ソースが 10から 30に行っていると。それで、需要が変化をしているというところで、なか

りせば 30 から 20 に変化をしているというところで、需要全体が 40 から 10 に変化をして

いるというところでございます。 

 こちらについては、左側の機器点のアグリゲーターというところを見ていただきますと、

基準値 10から 30で、その差分の調整力供出量としては 20上げているというところでござ

いますが、受電点を見ていただきますと、計画値 40から 10というところで、受電点の需要

変化量が 30となっていて、先ほどの場合とは異なっていて中で需要が変化をしていますの

で、調整力供出量が 20 というところと、受電点の需要変化量が 30 というところが異なる

というところでございます。 

 一方で、30というところの 10のずれというところは、小売のインバランスに相当するも

のであるというふうに考えられます。インバランスに相当するものでございますので、つま

り、機器点での調整力供出量というのは、ＤＲによる小売の需要抑制量と等しいというとこ

ろでございます。 

 ですので、先ほどご説明をさせていただいた６ページ、７ページというところを総合して、

個々に管理する場合においては、機器点での調整力供出量を、調整金を支払う対象の需要抑

制量として、ネガワット調整金と同様の仕組みで精算することとしてはどうかというとこ

ろでございます。 

 １ページおめくりをいただきまして、ご説明したのが、個々で管理をする場合というとこ

ろでございましたが、８ページ目からは群管理の場合でございます。 

 受電点の潮流については順潮でございまして、管理の方法が群管理でございます。先ほど

と同様に、まずはＤＲリソース以外の需要が変化しない場合というところを考えていくと

いうところでございます。リソースパターンは、群でございますのでＡとＢという２種類を

仮に置かせていただきまして、左側のＡのところのＤＲリソースが 10から 30。それで、中

の需要は変わりませんので 30→30、20→20となっております。全体の需要として、40から
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20 に変わっているというＡというところと、あとＢ、右側でございますが、ＤＲリソース

が 10 から 40 と、中の需要は変化がないというところで、需要が 40 から 10 に変わってい

るというところ。 

 ＡとＢ、群管理をしていきますと、機器点でアグリとしては、基準値というところは 20

から、実績値 70に上げていて、調整力供出量としては 50となっておりまして、右側受電点

の小売というところは、計画値なかりせばですが、80から実績 30というところで、需要変

化量は 50となっておりまして、こちらは 50と 50で等しいというところでございますので、

ＤＲによる小売の需要抑制量というところは、調整力供出量を見ていけばいいというとこ

ろでございます。 

 次のページをおめくりいただきまして、こちらは先ほどの場合で、ＤＲリソース以外の需

要も計画から変化する場合というところを考えております。 

 下側、ＡとＢというところがありまして、変化点としては、真ん中の需要が 30から 20に

減っているというところは変化をさせております。こちらについては、機器点のアグリゲー

ターについては、リソース基準値が 20 から 70 というところで、50 上がっているというと

ころでございますが、右側の受電点の小売というところは、なかりせば 80 から実績 20 と

いうところで、需要の変化量が 60 というところで、50 と 60 が異なるというところでござ

います。 

 こちらについても、先ほどの個々の管理というところと同様でございまして、ここの差の

10 というところは小売のインバランスに相当するものであると考えられますので、供出量

というところはＤＲによる小売の需要抑制量と等しいというところで、群で管理する場合

も、先ほどの個々で管理する場合と同様に、機器点での調整力供出量を、調整金を支払う対

象の需要抑制量として、ネガワット調整金と同様の仕組みで精算することとしてはどうで

しょうかというところでございます。 

 次のページ、おめくりいただきまして、これまでは受電点の潮流が順潮で変わらない場合

というところで整理をさせていただいておりましたが、それ以外の場合、ＤＲにより受電点

潮流の計画・実績値の変化が、まずは逆潮流というところで、逆潮で変わらない場合という

ところはどうなのかというところでございます。 

 こちらについては、ずっと逆潮というところでございますので、小売の販売量はゼロから

変わらないというところで、調整金（仮称）の対象外となるのではないかというところでご

ざいます。 

 また、ＤＲによって、受電点の潮流の計画値と実績値の変化が順潮から逆潮に入れ替わる

場合については、ＤＲによる逆潮分については小売の販売量がゼロから変わらないと。すな

わち、ＤＲによる順潮分の電力量についてのみ、調整金（仮称）の仕組み、先ほどご説明し

たような仕組みを活用して、精算することとしてはどうかというところでございます。 

 これらのうち、小売事業者が需要家と発電調整力契約を結んで、逆潮流の電力を買い取っ

ている場合というところが考えられます。こちらについては、ＤＲにより買取量に還元する
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逆潮流のスマメの計量値というものが調整力分増加することになるため、アグリゲーター

が小売電気事業者と個々に調整していくこととして、機器個別計量の運開後の実施状況を

踏まえて、必要に応じて、改めて検討していくこととしてはどうかというところでございま

す。 

 こちらについては、現状実施されている方々、こういうような買取りを行うというところ

のニーズが現状ないというところと、課題感も現状ないというところでございますので、ま

ずは個別に調整をいただくというところにした上で、実際に機器個別計量というものが始

まった後に、実施状況を踏まえて、必要に応じて検討していくというふうにさせていただい

ているところでございます。 

 最後、まとめでございます。ご説明させていただいたとおり、機器点の調整力供出量とい

うものは、ＤＲによる小売の需要抑制量と等しいというところ。アグリゲーターが小売に調

整金を支払う対象となる需要抑制量であることというのを確認させていただきました。機

器点の調整力供出量を、アグリゲーターが小売に調整金を支払う対象となる需要抑制量と

して、従来のネガワット調整金と同様の仕組みで精算することとしてはどうでしょうかと

いうところでございます。 

 呼称なんですが、今まで調整金（仮称）というふうに呼ばせていただいておりましたが、

本整備でネガワット調整金に含まれるというところでございますので、ネガワット調整金

と呼んでいってはどうかというところでございます。 

 「なお」というところで書かせていただいておりますが、受電点で逆潮する場合というと

ころは、小売の販売量がゼロから変わらないので、調整金の対象外となります。順潮から逆

潮に入れ替わる場合というところは、逆潮分については小売販売量がゼロから変わらない

というところでございますので、順潮分を、先ほど整理した仕組みで精算するというところ。 

 最後に、小売電気事業者というところが発調契約を結んで、逆潮流の電力の買取りを行っ

ている場合というところについては、まずはアグリゲーターが小売電気事業者と個別に調

整をしていくこととして、機器個別計量の運開後の実施状況を踏まえて、必要に応じて、改

めて検討していくことというところをお伺いさせていただければと思います。 

 ご説明は以上です。 

 

○林座長 

 ご説明ありがとうございました。 

それでは、資料４へのご意見、ご質問を頂戴したいと思います。対面参加の方におかれま

しては名札を立てていただきまして、オンライン参加の方はチャット欄にご所属、お名前を

入力してください。私から、発言する方を順番に指名いたします。よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、対面参加で平尾専門委員、よろしくお願いいたします。 
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○平尾専門委員 

 ご説明ありがとうございます。ちょっと確認なんですけれども、機器点での基準値という

ところがございます。群管理についてなんですけれども、こちらは群単位での基準値という

ことを指しているのか、後ほどちょっとコメントをいただければと思います。 

 あと、アグリゲーターと小売を個別に調整というところが幾つかあると思いますけれど

も、結構小売の方々によって対応が異なるというところがございますので、ここは、ある程

度、統一のルールを別でつくっていただきたいなというところでございます。 

 以上でございます。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。回答については最後にまとめて実施したいと思います。 

 それでは、続きまして、西村委員、お願いいたします。 

 

○西村委員 

 平尾さん、ありがとうございました。ネガワット調整金をつくった当初に、実は、どの基

準でやるかという話は相当もめていました。なぜなら、まず公表されている標準約款、高圧

産業用、業務用と、実際売っている電気の量が大きくずれていて、それと調達価格も大分ず

れていて、電気の安い時期でもあり、すごく混乱して、その後、ＪＥＰＸ連動だという話も

あり、相当。それで、本来、標準約款と調達というか、実際の小売ではそんなに大きく乖離

しちゃいけないわけで、電気需要としてちょっと異常な時期だったと思うんですが、いずれ

にしろ、これは小売の調達がアグリゲーターに持っていかれることをいかに案分するかと

いう話ですね、本質は。なので、ここまでガイドラインでも、いろいろＡだのＢだのＣだの

やってきて、一応、今あるところで均衡しているんですが、需給調整市場はもっと難しくて、

なぜならば、需給調整市場といえども、調達している電気は、小売は一緒ですよね。一緒な

んですけど、需給調整市場自体が、特に日本の場合、太陽光の、曇った何とかだ、気温がど

うだ、で大きく変わるので、そのレートで勘定するのか、あるいは同時市場できちゃったら

どうするのかとか、何かと相当勘案しなきゃいけないから、そのときに調達の実績なんだ、

実績といったって電源無差別になりますから、その会社のもともとのレートとかとは乖離

していきますので、ここは、すみません、すぐ決まらないとは思うんだけど、金額的には打

ち出しているより多分小さいので、その話なんですけど、一応、理屈的に間違ったことはな

いように、小売とアグリでちゃんと合意できるようなものを示してあげないと、逆に。 

 それで、今、平尾さんがおっしゃったように、会社にとってそんなことをやるんだったら

客を説得してやめさせますみたいな態度の悪い小売もいないわけじゃないので、そこをち

ゃんと、ＤＥＲを発掘的にできるように、価格側をちょっとこれから慎重に考えないといけ

ないなというのが宿題だなというふうに感じました。 

 以上です。 
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○林座長 

 ありがとうございました。 

 回答については、この後、事務局からご説明しますけれども、資料４につきまして、本日

ご欠席の市村委員からもご意見をいただいておりますので、事務局より代読いただければ

と思います。よろしくお願いいたします。 

 

○事務局 

 代読させていただきます。 

 事務局案にある「従来の『ネガワット調整金』と同様の仕組みで精算する」案に賛同する。 

 機器点計量が導入されることで一層の市場拡大が期待されるＤＲ事業ではあるが、今回

の整理によって、小売電気事業者とアグリゲーターの協調関係構築が解決策の一つである

ことが、徐々に明らかになってきたと考える。 

 欧州では、ＤＲが電気事業の有力な事業形態となって約 20年たつが、その方向性は示唆

に富む。実態として、独立系のアグリゲーター数は年々減少しており、多くが小売電気事業

者の一事業部門として、あるいはその傘下で運営している。その場合、ｓａｌｅｓ ｃｏｍ

ｐｅｎｓａｔｉｏｎ、つまりネガワット調整金は発生頻度が激減する。再エネ主力電源化を

指向する中で、順潮流だけではなく逆潮流も常態化する事業環境では、ネガワット調整金の

取引形態も一層複雑化するであろう。さらなるＤＲ事業発展のためにも、ステークホルダー

間の合理的な判断が望まれる。 

 以上でございます。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、その他オブザーバーも含めて、ご意見等はございますでしょうか。 

失礼しました。岩船委員、よろしくお願いいたします。 

 

○岩船委員 

 今の市村委員のコメントを拝見して思ったんですけれども、欧州は確かにＢＧ制度だし、

こういうネガワット調整的なルールが必要で、これを考えると確かに独立系がやりづらく

なっているんだろうなというのは同意なんですけれども、ただ、アメリカは、ＢＧ制じゃな

いところであれば、独立系の人たちだってしっかりビジネスをやっているわけで、そもそも、

だからＢＧ的なルールとの整合性みたいなところもきっと大きくなるんじゃないかなと。

ただ、この場でそこまで言ってもしようがないのかもしれないんですけれども、ただやっぱ

り、独立系のアグリゲーターの方々がそれなりにビジネスができるような環境というのも、

とても私は重要だと思っているので、具体的に、じゃあ何ができますかと言われても、そこ
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はそんなに案があるわけではないんですけれども、そういうところと照らし合わせて、考え

て議論を深めていく必要があるのではないかなと思いました。 

 以上です。 

 

○西村委員 

 いいですか。 

 

○林座長 

 では、西村委員、追加のコメントがあればお願いします。 

 

○西村委員 

 Ｐｏｗｅｒ Ｐｏｏｌには調整金がないというのは随分前の、この場所じゃないかな、電

取の委員会ですかね、どこかで問題になって、当時の電市室から僕に問合せがあって、Ｐｏ

ｗｅｒ Ｐｏｏｌの場合は、ＰＪＭなりニューヨークＩＳＯ自身がリソースを拾いに行って

調整して実績をチェックしているので、この種のことは起こりませんよね。いわゆるカーテ

イルメントというものを始めたのは、ＰＪＭ自身が始めたので、そのルールになっているん

ですが、逆に言うと、調整金制度が物すごくクリアで、小売との間ですごい何かやり取りと

か、すごいいざこざがないぐらいクリアに決まっておれば、別にＰｏｗｅｒ Ｐｏｏｌと同

じ効果があると思うんですよ。なので、むしろルールメイクのほうが大事だから、独立系の

アグリゲーターがだんだん消えていくのが完全なあれではないと思いますが、でも、アメリ

カだって、カーテイルメントサービスプロバイダーって、ＥｎｅｒＮＯＣ、Ｅｎｅｌ Ｘで

しょう。それで、Ｃｏｍｖｅｒｇｅ、Ｉｔｒｏｎでしょう。要するに、結局、四つぐらい集

約されているので、それはあれです。例えば、ＤＲだけについて言えば、工場のリソースを

まとめてシステムを動かすというところに規模の経済がどうしても出るので、大きなもの

は。小さいものは、むしろ、それをアグリゲートしていれば、個性的な会社なんて、そんな

に数が出るものじゃないので、むしろそれをいろいろうまく開発した人がちゃんと入って

くれるようなルールメイクが大事だと思うので、さっき言ったようなガイドラインのライ

ン、ガイドラインの整理とか、あまり細かく交渉事がないような、できるだけクリアなガイ

ドラインを示してあげるということが、多少、ＢＧ制度でいろんなアグリゲーターが出てく

るための助けになるのではということも思うので、事務方の責任は重いということを申し

上げて、私からの発言ということです。ありがとうございました。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。 

 オンライン参加の方は大丈夫ですか。 

 それでは、いただいたご意見全体に関しまして、事務局からコメントがあれば、お願いい
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たします。 

 

○事務局 

 ありがとうございました。 

 まず、平尾専門委員からいただいたご質問の点については、機器点の基準値というところ

は群単位ということでよいか。ご認識のとおりでございます。 

 平尾専門委員、あと岩船委員と、あと西村委員から頂戴した宿題のところについては、今

ちょっといろいろ悩みながら進めているというのが正直なところでございます。 

一方、実運用の中で出てくる課題感というところもあると思いますので、そちらについて

は、その課題感というものをいろいろ拾わせていただきながら、ガイドラインがよいのかど

うかというところも含めて、しっかり検討していきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、今度は資料５から資料７の報告事項について、事務局、石井オブ

ザーバー、平尾委員よりご報告いただきます。 

 報告への質問事項等については、資料７の報告終了後にまとめて実施させていただきま

す。 

 それでは、資料５について、事務局よりご報告をよろしくお願いします。 

 

○事務局 

 新エネルギーシステム課の佐々木でございます。私のほうから、資料５について説明をさ

せていただきたいと思います。 

 昨年の 11月に令和５年度補正予算が成立をいたしまして、12月には令和６年度予算、こ

ちらが閣議決定されまして、現在、国会でご審議をいただいているところでございます。 

 本日は、関連する予算ということで、この検討会の場でご報告事項としてご説明をさせて

いただきたいと思っております。 

 資料の２ページ目をご覧ください。 

 こちらにつきましては、ＤＲの普及拡大、また、脱炭素化された調整力の確保、こういっ

たもののために、定置用の蓄電池の導入拡大というのがますます重要になってきていると

いう状況であると思っております。 

 また、既存のリソースのＩｏＴ化を進めることを通じて、いまだ活用できていないリソー

ス、こちらの掘り起こしを行うことも重要であるというふうに思っております。 

 このため、令和５年度補正予算及び令和６年度当初予算案、こちらにおきまして、関連の

予算を計上しているところでございます。 
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 また、定置用蓄電池を含めました電力貯蔵システムの導入というのが、さらに今後増加し

ていくという状況を踏まえまして、健全かつ持続的な蓄電システムの発展、これに向けて、

新たな検討の場を設けて、議論を深めていきたいというふうに考えております。 

 資料の３ページ目をご覧ください。 

 まず、令和５年度補正予算でございます。大きく二つの予算を計上しております。一つが、

家庭・業務産業用蓄電システムの導入支援、もう一つが、ＤＲ拡大に向けた既存設備等のＩ

ｏＴ化、こちらの二つでございます。令和４年度補正予算に比べまして、予算額を増額して

いるという状況でございます。これらの予算を活用して、ＤＲを進めるための環境整備を図

っていきたいというふうに思っております。 

 ４ページ目をご覧いただきますと、参考でございますけれども、今ご説明した補助金の支

援対象範囲であったり補助率について掲載をさせていただいております。年度内に、３月中

に公募要領を策定して公表することを目指して、今、作業しているところでございます。引

き続き、執行に向けた、執行団体等と調整を図っていきたいというふうに思っております。 

 続きまして、５ページ目をご覧ください。こちらは令和６年度当初予算案に計上している

系統用蓄電システム等の導入支援の補助金の概要でございます。 

 これまで、過去も系統用蓄電池の導入支援というものは予算措置をしてきたところでご

ざいますけれども、今回、これまでの予算措置と異なる点が幾つかございます。大きく３点

あると思っています。まず１点目は、ＧＸ移行債を活用する予算となったことでございます。

２点目は、それに伴いまして、国庫債務負担行為による複数年度事業を可能としたというも

のでございます。３点目は、予算の増額を図ったということでございます。 

 今申し上げたうちで、特にＧＸ予算となったことから、ＧＸの趣旨にのっとった補助事業

とするための要件であったり審査項目の検討というのが必要になっているという状況でご

ざいます。 

 ６ページ目をご覧いただきますと、今申し上げましたように、ＧＸ予算であることを踏ま

えまして、ＧＸの趣旨、グリーン、脱炭素とトランスフォーメーション、こちらの産業競争

力を強化していくと、こういったものにのっとった要件というのが必要になってきており

ます。 

 また、今後、系統用蓄電システムの増加というのが見込まれていることから、例えば、廃

棄物処理を着実に実施していく必要があるとか、安全性の確保というのをしっかりしてい

く必要がある、こういったことを考慮して、この補助金の要件であったり審査項目の検討と

いうのを進めていきたいというふうに考えております。 

 こういった要件であったり審査項目について、どういったものが適切であるかという点

について、新たな検討の場を立ち上げて、議論をしていきたいなという状況でございます。 

 ７ページ以降は、ご参考で添付をさせていただいたものでございます。７ページ以降、全

ての資料は、昨年の 12 月にＧＸ実行会議で配付、説明された資料になっておりますので、

お目通しいただければと思います。 
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 資料５については以上でございます。 

 

○林座長 

 ご説明ありがとうございました。 

 続きまして、資料６につきまして、石井オブザーバーよりご報告をよろしくお願いいたし

ます。 

 

○石井オブザーバー 

 それでは、ＮＥＤＯ電力系統の混雑緩和のための分散型エネルギーリソース制御技術開

発事業の進捗報告につきまして、本事業のプロジェクトリーダーを仰せつかっております

早稲田大学の石井から報告をさせていただきます。 

 本日は、報告の機会をいただきまして、誠にありがとうございます。 

 まず、１ページ目に、本事業の目的を整理してございます。再生可能エネルギーの導入拡

大、今後もますます進めていくということになりますが、いろんなところで系統混雑が発生

するという状況が、実際に起こっているところもありますし、想定されます。上位系のほう

は既にノンファーム接続、それから再給電方式というようなところで運用が進みつつある

わけですけれども、今後、配電系統レベル、こちらのほうでも混雑が発生するであろうとい

うことが想定をされます。 

 本事業では、下の図のほうの、どちらかというと下のほうになりますけれども、配電用変

電所、ここに配電線レベル、ここに大量に入る太陽光からの逆潮流によって、ここで発生す

る過負荷、こちらを回避する、それを上げのＤＲ、リソースの上げのＤＲを使いまして、再

エネの有効活用と混雑緩和を実現するということを将来的に目指して本事業を実施すると

いうことになっております。 

 次のページをお願いいたします。 

 こちらはスケジュールでございまして、前段２か年、2020 年からＦＳを実施いたしまし

て、どういう事業を対象にするのがよいかといったことを検討いたしまして、先ほどのター

ゲットを設定したということになります。2022 年から３か年の計画で、現在２年目の終わ

りを迎えつつあるということで、次年度以降の実証に向けた整備が進みつつあるという状

況でございます。 

 ３ページ目になります。フレキシビリティシステムというふうに呼んでおります。三つご

ざいまして、まず一つは一般送配電事業者、こちらが系統の混雑の状況等を想定しまして、

そこにどういうＤＥＲがあるか、そこに基づいて、系統の状況にＤＥＲの位置、容量等をひ

もづけまして、それに基づいて、どのＤＥＲを発動するかということを決定するシステムで

す。 

一方、下のほうに参りまして、アグリゲーター側のシステムがございます。アリゲーター

は、ＤＥＲ、こちらを管理していて、このＤＥＲによってフレキシビリティを供出する。実
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際どれぐらいのものを供出できるのか、実際にそれを管理して制御するということを行う

ためのシステムを保有しているという形になります。 

 この間ですが、ここが今回新しく開発をしていくというところで、ＤＥＲフレキシビリテ

ィ活用プラットフォームというものを構築してまいります。こちらは一般送配電事業者と

アグリゲーターをまさに結ぶというところで、ＤＥＲのリソースとしてのマッチング、これ

を、将来的には市場ということも想定をしているわけですけれども、そのマッチング、約定

するという機能と、実際、一般送配電事業者からの制御信号を、ここを通じてアグリゲータ

ーに伝える。アグリゲーターからは、ＤＥＲの実績について、一般送配電事業者のシステム

に伝えるということの仲介をするという役割を担うものということになります。 

 ４ページ目ですけれども、こちらは実施体制を示しておりまして、先ほどの３項目に対応

する形で、ワーキンググループを１、２、３という形で設定しております。ワーキングの１

が一般送配電事業者の課題の検討、２がＤＥＲフレキシビリティ活用プラットフォームに

おける課題の検討、ワーキングの３がアグリゲーターにおける課題の検討ということでご

ざいます。この件、実際のフィールドで実施をするということを想定しております。これを

実施するために、ワーキング４というものを設置しているということで、このような体制で

実施をしております。 

 ５ページ目が、そのイメージを書いたものでございますけれども、フィールド実証といた

しましては、幾つか電池の絵等が書いてありますけれども、系統用の蓄電池、これは新しく

設置をいたします。それから、需要家の蓄電池、並びに、今検討中ではございますけれども、

ＥＶを活用するというようなことを含めまして、これらのリソースを適用していくという

ことになります。 

 これを、一般送配電事業者が、まず系統の混雑状況、天候の状況ですとか、あるいは潮流

を見まして、これに応じて、どのリソースをどれだけ動かすかということを決定し、今回ク

ラウド上に置きますＤＥＲフレキシビリティ活用プラットフォームを通じてアグリゲータ

ーに通知をし、実際にリソースを動かすというようなことになります。アグリゲーターから

は、その実績として、どういうふうにＤＥＲが動いたのかといったことを一般送配電事業者

に返す、このようなフローを想定しております。 

 次のページをお願いいたします。 

 実証の対象エリアですけれども、いろいろ混雑が発生しそうだというところで、幾つかの

候補から、栃木県の那須塩原市、こちらをフィールドとして選定しております。こちら、い

ろいろな調査を進めまして、対象エリアの逆潮流の状況ですとか、あるいはＤＥＲの設置の

候補地の選定などを進めてまいりまして、フィールド実証に向けた準備を進めているとこ

ろでございます。 

 下に、ここでの潮流、このエリア全体でどういうような潮流が出るかというようなところ

の例が示されていますけれども、電力のほう、逆潮流側、つまりマイナスになっているとこ

ろ、かなり太陽光が発電しているときにはそういう状況になっているということが把握さ
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れております。 

 ７ページは、今回実証を行うに当たりまして、系統用の蓄電池を新たに設置いたします。

これにつきましては、やや特例的な扱いをしていただいておりまして、実際、配電用変電所

の設備を逼迫することがないように運用するという条件の下、基本的には配電用変電所の

増強等は行わないでこの電池を設置するというような事例として認めていただいて、今回

実証に備えているという措置を取っております。 

 続きまして、８ページですけれども、実証用システムの開発です。 

 先ほど、三つ説明をいたしましたけれども、一般送配電事業者のシステムにつきましては、

これは、既存、いろいろと使っている発動システム等を改良するという形で、できるだけ軽

微な実装でいこうということで進めているところです。 

 それから、真ん中のところのＤＥＲフレキシビリティ活用プラットフォームですが、こち

らは、まず市場機能につきましては、既に海外等で実績のあるものをそのまま使うというこ

とで、今回新たな開発ということにはしておりません。それから、フレキシビリティ活用プ

ラットフォームの制御機能につきましては、こちらは今回新しく開発をするという形にな

っております。 

 アグリゲーターにつきましても、極力既存の、現在の市場参入等に使われているようなも

のをベースとしつつ、最小限の改修で済むようにということで、それぞれの検討をしていた

だいているということで、こちらの整備も進んでいるところでございます。 

 ９ページ目になりますが、この絵が、本当に全体を一つの絵の中で示しているものかなと

いうふうに思っております。 

 この下の図を見ていただきますと、左側に、ここはアクターですね。プレイヤーが描かれ

ています。実際に、どういうふうに信号が流れていくようなということもちょっと含めまし

て、ここに示しておりまして、まず一般送配電事業者ですけれども、基本的には、ある時期

にリソースの募集をかけるということになります。したがって、この中では、業務としては、

一般送配電事業者は将来の予測をし、どこでどれだけ混雑が発生するか。それで、その混雑

に対して、増強をするのではなくて、ＤＥＲを活用して対応するかどうかということを、あ

る断面で意思決定をいたします。その上で、募集をかけるということになります。 

 この募集に対して、アグリゲーターが我々のリソースを使ってこの回避をしてもらおう

ということで、リソースの情報、必要な情報を、この真ん中のプラットフォームのところに

提供するということになります。 

 これを基にマッチングが行われまして、そのマッチングに基づいて、実際の発動の断面で、

今度は一般送電事業者がどれだけの量の発動が必要かということを算定した上で、実際の

発動をかけます。ＤＥＲプラットフォームを通じまして、アグリゲーターのシステムにその

信号が届けられる。アグリゲーターは、これに基づいてリソースをコントロールするという

ことになります。 

 このコントロールの結果を、プラットフォームを通じまして、一般送配電事業者のほうに
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応動結果として戻すというようなことを、現在の需給調整市場等で行われているようなや

り方をモデルにしつつ、この事業としてはどういうふうにやるかということを具体化した

ものということになっております。 

 右側の四角の中、それぞれワーキンググループで検討すべき内容というようなところを

まとめて示しておりますので、こちらのようなところをご参考にしていただければという

ふうに思います。 

 続きまして、10 ページですけれども、系統用蓄電池システムの設置状況です。先ほどご

説明しましたとおり、こちらを新たに設置するということで、これが今回、実際のフレキシ

ビリティ活用の主な設備ということになりますけれども、現在設置を進めているというこ

とで、順潮に進んで、ほぼ予定とおりということになっております。 

 それから 11ページですけれども、2024年度が一応３か年の最終年度ということになりま

す。実際に、実証フィールドのほうに設置をいたしました、この系統用蓄電池、それから、

幾つかのリソース、実際には模擬負荷等も用いるということになっておりまして、こうした

ものを使って実証を行います。 

 ただ、こちら、実際には、まだ配電用変電所の過負荷というところまで行っておりません

で、実際には容量をバーチャルに縮小して考えまして、上限がここまでというところが超え

てしまうというところを仮に設定をいたします。それで、それを回避できるかということを、

需要側のリソースをコントロールすることによって実現可能かといったことを実証してま

いります。 

 最後のページ、12 ページになりますけれども、フィールド実証では様々なユースケース

を設定いたしまして、これを具体的にできるかどうか、実際検証していくという予定にして

おります。 

 下に一部を示しておりますけれども、ユースケースを 12件整理いたしまして、主には太

陽光の出力増加で、系統用蓄電池の充電によって配電用変電所の変圧器の混雑回避ができ

るかどうか。これを実際に、落札量と、それから制御量が違う。つまり、制御量を一部だけ

制御するというような場合や、あるいは、複数のリソースがあって制御量の配分を行うとい

ったユースケースですとか、そのほか、制御途中で例えば蓄電池のＳｏＣが不足してしまっ

て、それ以上ちょっと応動ができなくなるといったようなケース。これが、実際にはセーフ

ティネットということで、太陽光の抑制をするというようなことになりますが、そうしたこ

とが実際の業務フローに従ってうまく回るかどうかということを検証していくという予定

にしております。 

 右側のところに、需給調整市場三次②相当ないしは容量市場の発動指令電源相当という

ことで、現状このリソース活用につきましては、市場の要件、実際にＤＥＲがどういうふう

に応動していたのかという、その要件がまだ決まっているわけではございません。実証の中

では、取りあえずこの二つ、これをモデルにいたしまして、それぞれの場合で検証を進めて

いくということにしております。 
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 実際、ちょっと今日は時間の関係で相当いろいろ内容をはしょっておりますけれども、関

連としては、様々な検討をかなり厚くやっておりまして、実際シミュレーションの部分、相

当いろんなことをやっております。 

 那須塩原の系統については、実システムのデータを基に、まさにデジタルツインのような、

実際の系統を再現するようなデジタルデータをつくりまして、そこで、実証ではリソースの

数も限られていますけれども、様々なケースを検証できるようにということを、フィールド

実証でシミュレーションとどれぐらい合うかといったことを確認しつつ、実証ではできな

い部分はシミュレーションで補足していくというようなことを進めておりますし、そのほ

か、市場の入札で、アグリゲーターとしてはどのような利益が得られそうかというようなこ

とから、市場の要件をこれから決定していくためのベースとなる検討等も進めております。 

 そのほか、通信の連携。いろいろなリソースがございますけれども、リソースごとに、や

はり、通信に関わるプロトコルとかベースの部分というのが違うといったことがあります。

こうした接続をどういうふうに行うかということや、業務フローにつきましては、実証以外

にもいろいろヒアリングをかけるということで、スマートレジリエンスネットワークと連

携をいたしまして、そちらのいろいろな参加企業、およそ 80社ほどいたと思いますけれど

も、業務フロー等に意見をもらうというようなことから、この実証にもフィードバックをし

ていただくといった形で、広く要望を受け入れるというところで実施を進めていくという

形にしてございます。 

 私のほうからの説明は以上でございます。 

 

○林座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、最後に、資料７について、平尾専門委員よりご報告のほど、よろしくお願いい

たします。 

 

○平尾専門委員 

 ご報告の機会をいただきまして、ありがとうございます。エネルギーリソースアグリゲー

ション事業協会として発表させていただきます。 

 こちら、昨年の 10月に協会のほうを設立いたしまして、ちょっと半年ほどたってしまい

ましたけれども、概要のほうをご説明させていただきたいと考えております。 

 １ページめくっていただきまして、１ページ目、まず設立の背景でございますけれども、

やはり分散型エネルギーリソースの利用が拡大をしてきているといったものが一つござい

ます。カーボンニュートラルの実現に不可欠の、太陽光発電であったり風力といった再エネ

の導入が拡大していくというところと、あとは、需要側のＤＲリソースで、古くは 2016年

からＶＰＰの実証なんかが始まっていますけれども、需要側のリソースを制御するといっ

たところが始まっておりますけれども、最近になって、系統用蓄電池など、供給側のリソー
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スまで拡大をしてきているといったことがございます。 

あとは、やはりアグリゲーターの登場といったもので、「特定卸供給事業」、こちらが 22

年４月に電気事業法で規定をされましたといったもので、足元で言うと、１月 17日現在で

62社が届出をしているというところになっております。 

あと一方、アグリゲーターは、やはり供給計画の提出であったりとかサイバーセキュリテ

ィの確保といった、電気事業者としての、ちゃんと責務を負うということがございます。で

すので、こちらを鑑みまして、昨年の 10月エネルギーリソースアグリゲーション事業協会、

通称ＥＲＡと言っておりますけれども、設立をしたというものになります。 

次のページをご覧いただきたいと思います。２ページ目ですけれども、こちらは協会の概

要です。先ほどから申し上げているとおり、昨年の 10月に設立をいたしまして、現在、81

社が加盟をしているという状況となっております。 

主要の事業としては、こちらの六つ書いておりますけれども、ＤＥＲ活用拡大のための活

動といったもので、調査を行ったり情報発信を行う。あとは、社会や政府への意見を表明す

るといったところと、あと、関係機関との交流・連携を図っていくということを考えており

ます。 

会員は、正会員、賛助会員、有識者というふうに分かれておりまして、正会員は、特定卸

供給事業者に届出をしている事業者さん、または、届出予定の方と、次期企業といったとこ

ろも対象としておりまして、今 24 社ということになっております。賛助会員は、こちら、

ＥＲＡの目的にご賛同いただける事業者様にご参加いただくということで、57 社というこ

とになっておりまして、その下が役員としておりまして、会長がＥ－Ｆｌｏｗ様で、副会長

が私どもＳｈｉｚｅｎ Ｃｏｎｎｅｃｔが務めさせていただいているというところになり

ます。 

次のページが、３ページ目、こちら 81社記載しております。こちらのほうは、会員一覧

をご参考いただければと思います。 

次のページ、４ページ目になりまして、ＥＲＡの活動内容になりますけれども、まずＤＥ

Ｒの活用拡大のために目指す姿と書いておりますけれども、まず電気事業制度の改善とい

ったもので、取引市場であったりＤＥＲの運用ルールにおいて、様々なＤＥＲの特性が考慮

された電気事業制度を実現していきたいと考えているというものです。 

もう一つは、社会的課題への解決への貢献といったもので、様々なＤＥＲを組み合わせて、

電力需給の安定であったりエネルギーのセキュリティの向上、カーボンニュートラルの実

現に貢献をしていくと。 

もう一つは、サイバーセキュリティの向上といったもので、安定供給に資するサイバーセ

キュリティを確保していくといったものがございまして、こちらの目指す姿を実現するた

めに、活動としまして、下の四つございますけれども、ワーキンググループの開催がありま

す。こちらは、ＥＲＡの会員の共通の課題について、ワーキンググループにおいて課題を検

討して提言を整理していくという活動を行います。あと、国や関係機関への意見提起であっ
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たり、意見交換を行うといったもの。あとは、やはりこの電気事業の制度が大きく変わると

なかなか把握するのが難しいというところもございますので、会員企業の知識向上といっ

たところを目指して、定期的に勉強会を開催しているといったものでございます。こちら、

ちょうど２月の時点で第１回目を開催したというものがございます。 

次のページ、５ページ目をご覧ください。こちらが先ほど申し上げたワーキンググループ

の活動となりますけれども、実際は今年の４月から具体的な活動を開始しようと考えてお

りまして、今、こちらの五つのワーキンググループを考えております。一つが、市場制度ワ

ーキングということで、容量市場だったり需給調整市場といった取引市場の制度・ルールに

ついて、課題であったり対策案といったものを検討するということを考えております。 

もう一つが、系統用蓄電池のワーキンググループというもので、最近導入が増えておりま

して、先ほどの補助金の話もありましたけれども、系統用蓄電池の活用拡大に向けて、まだ

まだ課題等もございますので、そちらの課題を抽出して対策案を検討するというもの。 

また、もう一つが、低圧リソースのワーキンググループで、こちらの検討会にかなり強く

ひもづいたワーキングとなりますけれども、蓄電池であったりＥＶといった低圧リソース

の活用を目指すといったものを考えております。 

もう一つが、再エネのワーキングといったもので、通称、最近で言うと、再エネアグリと

いうふうに言って事業拡大されている事業者様が非常に多いかと思いますけれども、こち

らで言うと、例えば発電所併設の蓄電池、最近ちょっと話が出始めておりますけれども、含

む、再エネのさらなる活用の課題を検討するというもの。 

最後は、セキュリティワーキングで、こちらは先ほど申し上げたサイバーセキュリティを

確保するためというもので、ＥＲＡＢセキュリティガイドラインとございますけれども、そ

ちらのほうの検討も、もう視野に活動していこうと考えているものになります。 

最後に、６ページ目になりまして、こちらの低圧ワーキングというふうに書いております

けれども、こちらに関連して、本検討会に関連したところで、少し協会、ＥＲＡとして意見

のほうを述べさせていただきたいと考えております。 

低圧リソースのさらなる活用というところで、まず一つ目は、市場取引での活用を拡大し

ていきたいといったものがございます。この中で、検討の内容としましては、需給調整市場

の参加における実運用上の課題の抽出と、前の８月の検討会のほうで、26 年に低圧リソー

スが需給調整市場に参加できるという整理になりましたけれども、実運用上、まだまだ課題

は多いんだろうなと思っています。その課題も抽出し切れていないという状況だと考えて

おりますので、こちらの課題を抽出して、解決策を提示していく。 

例えば、低圧リソース対応のリソースを扱っていくので、実際に事業を行う上で、顧客管

理のシステムの開発が必要になってくるというふうになると、それに対してちゃんと取引

ガイドが整備されていることが必要になってくるということがあったりします。 

あとは、こちら、アグリゲーション実証事業の結果の反映とありますけれども、古くは

2016 年からＶＰＰ実証事業が５年間、その後アグリゲーション実証事業が３年間といった
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ところの中で、様々な成果が出ていると考えておりますけれども、いまいち広く共有されて

いないんだろうなというところがございますので、こちら、実証結果の共有を図っていきた

いと考えております。 

例えば、一次調整力、周波数を取るといったところも、今年の、昨年からの実証ですけれ

ども、代表点計測によって周波数を取って、それをリソースに配布するみたいな手法なんか

も考えられてきているというものもありますので、そちらのほうも、結果もご紹介したいと

思っております。 

あとは、低圧リソース、今後数万台規模で扱っていくという事業者様も出始めてきており

ますので、需給調整市場もございますけれども、近いところで、容量市場の参加に向けたと

ころで、実運用上の課題であったりといったところがあるかなと思っております。具体的に

は、参加手続で、電源等リストで書類を添付する、文書を添付するというのがあるんですけ

れども、逆潮流を目指すみたいなところも、事業者様も増えてくる中で、かなりの手間がか

かるなというのが今、見えてきておりますので、そちらのほうも考えていきたいというとこ

ろでございます。 

もう一つ、２番目、その下になりますが、機器個別計測、こちらも８月の検討会のほうで、

2026 年に機器個別計測を導入するという話がありましたけれども、こちら、そうすると、

やはり特定計量を利用していくということになるかと考えております。特定計量も、先ほど

次世代スマメのお話もありましたけれども、特定計量を使った場合の計量値の扱い、どこか

ら取得できるのかといったところは一つ課題かなと思っております。 

先ほど申し上げたとおり、例えば需給調整市場のアセス用のデータを、こちらは１分値を

取得しなければいけないであったりとか、あとは制御した次のこまの間に報告をしないと

いけないといったところがありますので、その時間、取得のタイミングといったものがあっ

たらいいかなと思っております。 

あともう一つが、ＤＲ Ｒｅａｄｙの実現といったところで、ＤＲ Ｒｅａｄｙが本当に

何かといったところ、こちらの要件、これも検討されていくと伺っておりますので、協会と

しても、こちらの検討のほうに参加ができればなと考えております。 

あとは、ＤＲ Ｒｅａｄｙも、機器が対応しているだけで本当にＤＲ Ｒｅａｄｙなのか

みたいなところもありますので、ＤＲ Ｒｅａｄｙの状態を維持するための仕組みといっ

たものが必要かなと思っております。こちら、制度・ルール、先ほどもあったように、調整

金の契約みたいなところもございますし、あとは我々事業者がやらないといけないところ

ですけれども、実ビジネスで、こちら、マネタイズをしていくといったところ、その仕組み

といったものを考えないといけないなと思っております。 

あと、最後に、需要創出ＤＲ、いわゆる上げＤＲでございますけれども、こちらが、電気

料金で今、行動変容を促すということの取組がされ始めているかと思いますけれども、需要

創出によってメリット／デメリット、小売の方が容量拠出金を心配するみたいな話もあり

ますので、そんなところもあるので、ＦＩＴなんかを考えつつですね。 
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あと、一方で、ご参加いただく需要家さんのインセンティブというものが絶対必要になっ

てきますので、インセンティブの課題といったところは考えていきたいなと思っていると

ころでございます。 

以上でございます。ありがとうございました。 

 

○林座長 

ありがとうございました。それでは、全体を通じてご意見のある方からのコメントやご質

問をいただければと思います。対面参加の方は名札を立てていただきまして、オンライン参

加の方はチャット欄にご所属とお名前の記入をお願いいたします。 

私から、順番に、発言する方をご指名させていただきます。 

 

○平尾専門委員 

 続けて大丈夫ですか。 

 

○林座長 

どうぞ。 

 

○平尾専門委員 

 すみません、ご説明ありがとうございました。補助金のほうのお話のところになり、予算

状況のところになります。 

系統用蓄電池の要件のところで幾つか確認したいところもありますので、一つが、蓄電事

業者がＧＸリーグに参加をするといったところ、ＧＸなので仕方ないと思いつつも、蓄電事

業者がＳＰＣで蓄電池を設置するというケースが多いかなと思いますので、その場合に、継

続してこういうＧＸリーグに参加をするといったところが、どのような課題があるのかと

いったところはちょっと検討する必要があるのかなと思っております。 

あと、すみません、ちょっと「レジリエンスが高いメーカー」という、この表現のところ

は、どんなものなのかなというふうに伺いたいと思っております。 

以上です。 

 

○林座長 

平尾専門委員、どうもありがとうございました。 

あと、オンライン参加で、九州電力送配電の和仁専門委員、よろしくお願いいたします。 

 

○和仁専門委員 

ありがとうございます。私も資料５のディマンドリスポンス等の拡大に向けた予算状況

について、ちょっと感想めいた意見ですけれども、述べさせていただきます。 
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今回ご報告がありました対応で、今後、蓄電池の導入支援に関しましては予算措置が今回

戦略的になされまして、蓄電池の導入というのがスピーディーかつ大規模に展開していく

ものと考えております。 

再エネの導入量が、ご承知のとおり多い九州エリアとしては、蓄電池の普及は大変ありが

たく、蓄電池の充放電ができるフレキシビリティ能力というのは調整力としてのポテンシ

ャルが非常に高いと思っていますので、グリッドへの貢献を大いに期待しています。蓄電池

の急速な普及に伴いまして、ディマンドリスポンス、あるいは系統混雑の回避、そういった

ことのために、蓄電池の充放電のタイミングをコントロールするなど、新たな対処すべき検

討課題というのも今後出てこようかと思いますが、蓄電池のポテンシャルを最大限引き出

すためにも、一般送配電事業者としてしっかり対応してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

雑駁な意見ではございますけれども、発言は以上でございます。ありがとうございます。 

 

○林座長 

ありがとうございました。それでは、対面参加で、岩船委員、お願いいたします。 

 

○岩船委員 

ご説明ありがとうございました。私も蓄電池の件なんですけれども、今、九州電力と北海

道電力で非常に接続申込みが殺到しているというふうに聞いています。 

その中で、ここのＧＸの審査項目で、出力抑制か出力制御が多く発生しているエリアへの

導入というようなコメントがあるんですけども、最初にどこに置くかというのが非常に重

要かなと思っています。その中で、だから順潮と逆潮とあると思うんですけど、あまり、順

調のために系統の増強が必要だ、蓄電池のために系統増強が必要になるというのも少し、も

ともとの目的から言うと、おかしな話ということもありますので、ＴＳＯさんのほうから、

蓄電池が入るならこの辺りが望ましいとか、そういうウェルカムゾーン的な仕分、それは需

要に関してそういうのを出していらっしゃるＴＳＯさんもあるというふうに伺っておりま

すけれども、やはり蓄電池に関しても、ある程度、系統運用者にとってありがたい場所、と

いうか、避けてほしい場所には置かないでほしいというような、少しそういう誘導ができる

ようなルールにしておいていただくというのも重要ではないかと思いました。 

以上です。 

 

○林座長 

ありがとうございました。 

オンライン参加でございますけれども、東京電力パワーグリッドの岡本専門委員、よろし

くお願いいたします。 
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○岡本専門委員 

岡本でございます。ありがとうございます。資料を取りまとめいただきまして、また、そ

れぞれのご活動についてご報告いただきましてありがとうございました。 

少しまとめて考えているところを申し上げたいと思います。 

やはり、今後、カーボンニュートラル等を通じて、豊かな地域の実現ということをやっぱ

りやっていかなきゃいけないと思うんですけれども、そのときに、これまでのように、発電

というか、いわゆる生産を消費に合わせるという考え方だったのですけども、どうしても再

生可能エネルギーが増えてくると、消費のほうを生産に合わせるということが必要になっ

てくるものですから、そのために必要なのは、制御可能な電化需要を創出していって、これ

らを再エネの変動電源、あるいは固定電源というのもあるわけですけども、そういった発電

量に合わせていくということが重要じゃないかというふうに、まず全体としては考えてお

ります。 

そういった世界の実現に向けまして、まず、電気の熱源転換といったことも含めまして、

制御可能な電化需要というものを普及するということが前提条件になるというふうに認識

しております。そういった中でも、先ほど和仁さんからもありましたけども、蓄電池導入の

支援を手当ていただいているということは感謝申し上げたいと思います。 

また、フレックスＤＥＲですね、石井先生からご紹介がありましたけれども、そちらに弊

社も参加させていただいています。ちょっと蓄電池の関係で、今、岩船先生からもご指摘が

あったんですけども、もともと系統混雑対策の、抑制を目的に、制御可能な電化需要の活用

をしていきたいということで、蓄電池を活用させていただきたいということでスタートし

ていまして、実はちょっと、今の蓄電池の系統接続ルールというのが、ちょっと課題がある

ということが分かったので、この実証を進めようとする中で、国ですとか広域機関さんにご

相談して、少し公的にやっていこうという話もさせていただいています。 

どういうことかというと、系統の混雑を回避する方向で蓄電池を使うということを前提

に蓄電池を入れていくんですけども、今の系統接続ルールってそういうふうになっていな

くて、要するに、最悪ケースで系統増強することになるので、系統が混雑しているときに蓄

電池が充電することで余計系統が混雑するという場合を想定して系統を増強するというの

が今の系統接続ルールなので、そのままだと、フレキシブルな需要とか、あるいは蓄電池と

いうのを接続しにくいという事情があって、ちょっとそこを試行的に見直しさせていただ

いて、進めさせていただいています。 

実際に、それが本当にうまくいくのかというのは、フィールド試験で検証しないといけな

というふうに思っておりますので、今後、ＤＥＲのフレキシビリティシステムの要求仕様と

いったものもしっかり固めていきまして、個々データ、知見を基に、さらなるＤＥＲ、それ

から制御可能な電化需要の活用の仕組みといったところに取り組んでまいりたいというふ

うに思っております。 

あと、こちら、先ほど申し上げたところ、この資料７ページに今申し上げたところを書い
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ていただいておりまして、こちらは試行的な実施になっていて、ここでご紹介いただいてい

ますので、大変ご助力賜りまして感謝申し上げます。 

適切な時期、適切な場所におきまして、また、この取組の結果とか評価について議論させ

ていただきたいというふうに考えております。 

以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

○林座長 

ありがとうございました。続きまして、では先に、西村委員、お願いいたします。 

 

○西村委員 

岩船先生のご指摘と、あと、今の岡本さんのご指摘から、ちょっとこの場の議論じゃない

んですけども、日本の送配電規制って、ご存じのように、今日、送配電事業者はえらい原始

的で、必ず全国一律じゃなきゃいけなくて、その場その場に合った本当の最適化の政策やポ

リシーが取れないという、そのレベルからまだ出ていないんですけど、蓄電池については、

ご存じのように、世界で圧倒的に入っているカリフォルニアとオーストラリアで、実は、あ

んまり公開されていない、物すごい大胆なロケーショナルプライシングをやっていて、高い

ところ、低いところ、蓄電池の立地誘導、いろんなことをやっておるんですが、いまいち明

らかになっていないので、少なくともオーストラリア、ＡＥＭＯは相当いろんなことを出し

ているので、１回、何かの場があったらちゃんと調べたらいいかと、いやいや、僕が知らな

いのが問題なんですけど、調べたらいいかなと思うので、一つ宿題かなと思います。 

というのは、日本のＴＳＯ、ＤＳＯルール、そんな簡単に変わらないんですけど、こうい

うこともありうべしといったら、蓄電池については、先ほど岡本さんがおっしゃったように、

本来、系統の思うがままに正しい価格インセンティブや運用ルールがあれば動くはずなの

で、それができないというのは、やっぱりどこかでルールメイクに弱みがあるからですから、

今すぐにというのは難しいと思いますし、安全サイドでやらなきゃいけない部分、足元はあ

りますが、多少しっかり調べて、本当に蓄電池設置大国などが、どんなふうにやっていて、

日本でここはできて、できないみたいなことは、もうちょっと調べておく必要があるのかな。 

というのは、蓄電池側に入っていきたいという人が爆発的に増えているので、訳が分から

ないで向こう 10年やってしまうと相当禍根を残すかなという気はするので、ちょっとしっ

かりした調査が要るかなというふうに思っているところでございます。 

 ご参考まで。ありがとうございました。 

 

○林座長 

ありがとうございました。では、続きまして、対面参加の盛次専門委員、お願いいたしま

す。 

 



34 

○盛次専門委員 

私のほうからは、資料６の石井先生のご説明のところ、興味深く聞かせていただきました。 

ちょっと幾つかご質問させていただければと思いまして、これの混雑緩和、売電の混雑緩

和の話なんですけど、この検討の中でどれぐらい送配さんのニーズがあるのかとか、そこら

辺って、もしご検討されていたら教えていただきたいなというのと。 

あと、もう一つ、募集をかけるということだったと思うんですけども、大体、今想定され

ているのは、どれぐらい前から募集をかけて、どれぐらいの単位、例えばフィーダー単位な

のかとか、そういうところ、もし現時点で検討されていれば、教えていただきたいなと思い

ました。 

 

○林座長 

はい。では、今のご質問に対して、石井オブザーバーからご回答をお願いいたします。 

 

○石井オブザーバー 

ご質問ありがとうございます。まず、送配電事業者のニーズという点につきましては、こ

の事業をそもそも取りまとめていただいているのが東京電力パワーグリッドということで、

あと関西送配電、それから中部電力パワーグリッドの皆さんにも参加していただいて実施

をしているということで、ニーズということでは、今後間違いなく配電用変電所のところの

混雑の問題が出てくる。これを回避する手段の可能性として検証が必要だということで進

めているという事業になっておりますので、ニーズはあるということだと思っております。 

ただ、方法としては、増強というものが、方法論がありますので、それとのてんびんとい

うことになるので、実証でしっかり成果等を見て、これがどれぐらい機能するかということ

を見極めながら、費用対効果等も見つつ、最終的には決めていくということになるだろうと

いうふうに考えております。 

募集につきましては、今のお話に関係するんですが、配電用変電所の増容量をするかどう

かということは、実際にするとなりますと、やはり５年ぐらいの月日が必要であるというこ

とから、判断は５年ぐらい前、実際の未来の想定に対して５年前ぐらいに、この辺で混雑が

発生するであろう、したがって、募集をかけるというようなプロセスを現状では想定してお

ります。ただ、これは、リソースを提供するサイドからしますと、５年後のことはなかなか

ちょっと難しいという実際があって、これを例えば追加的な募集のプロセスをやるかとか、

何らか、より実需給の断面に近いところで参入のチャンスが出るような、そういうやり方が

ないだろうかということというのをこれから模索していくということになるんじゃなかろ

うかというふうに考えております。 

募集の単位につきましては、これもまだ、未定ではございますけれども、まずはフィーダ

ー単位ということなのかなというようなことで検討を進めております。日本の配電線は、１

フィーダーに開閉器が３か所ぐらいですかね、平均すると三、四か所ついている。そうする
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と、開閉器で区間が一応区分されることになるんですけれども、その単位で実施をするとい

うことも一応は考えられなくはないかなということで、そこら辺も含めて、シミュレーショ

ンなどでは、例えば開閉の区間で、どの区間でＤＥＲを動かすとどうなるかとか、そういう

ことのシミュレーションなどもかけながら併せて検討を進めているところで、実際には、実

証の中でちょっといろいろ検討を進めつつ、実際にどう決めるかは、将来、皆さんの判断と

いうことかと思っております。 

以上でございます。 

 

○盛次専門委員 

ありがとうございます。 

 

○林座長 

ありがとうございました。よろしいでしょうか。 

その他、ご意見はないということでございましたので、それでは、ご意見、全体に関しま

して事務局からコメントがあれば、お願いいたします。 

 

○事務局 

新エネルギーシステム課、佐々木でございます。 

資料５について、ご報告事項ということで申し上げたんですけれども、たくさんご指摘い

ただきまして、ありがとうございました。 

平尾専門委員から、この要件のところ、要件であったり審査項目について、ＳＰＣの場合

どうするのかとか、レジリエンスが高いメーカーというのはどうするか、こういった点とい

うのは、今後新しい検討の場で検討していきたいというふうに思っておりますし、岩船委員

からお話がありましたまさに立地誘導的なところ、こういったところというのも重要だと

思いますので、検討していきたいと思っております。 

西村委員からも、まず、海外の状況、我々ですね、我々も全て把握しているわけではござ

いませんので、そういったところも並行して調査はしていきたいというふうに思っており

ます。私のほうから、今回この場でこちらを披露させていただきまして、ご意見いただきま

して大変ありがとうございます。 

しっかり、この要件とか審査項目については、今回予算がこれまでと少し変わったという

こともございますので、検討していきたい。今後、蓄電池導入が進んでいく中で、今からそ

の後のことも考えながら検討していく必要があるかなと思っていますので、その点、留意し

て進めていきたいと思っております。 

あと、こちらの、補助金ですので、予算措置の中でできること、あとは制度の改善とか改

変とか、そういったところで対応できることというのを、しっかり整理しながら進めていき

たいというふうに思っております。 
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ありがとうございました。 

 

○林座長 

ありがとうございました。 

それでは、本日の議題は以上となります。 

長時間にわたりまして、ご議論いただきまして、どうもありがとうございました。 

本日は、次世代スマメを活用した分散型リソースの取引ルールに関してや、調整金（仮称）

について等について、ご議論をいただきました。また、ほかの様々なご議論もいただきまし

た。活発なご議論をありがとうございました。 

今年度ですが、システム開発が順調に進むことを前提に、2026 年度の需給調整市場での

機器の個別計測及び低圧リソースの参入の方針が決まるなど、大きな方針を示すことがで

きたと思っております。委員、専門委員、オブザーバーの皆様が議論に積極的に貢献いただ

き、ここまでの成果につなげられたことに感謝いたします。 

次年度も、これまでの検討結果を踏まえたＥＲＡＢガイドラインの修正など、引き続き検

討会の実施を予定しております。 

今後も関係者での密な議論を期待しております。それで、私が座長として思うのですが、

本当に分散型リソースの普及とか、デジタル技術の普及とか、制度のルールメイキングとか、

いろんなものが今、同時並列的に動いているという非常に難しい状況ではありますけれど

も、一つのピースが欠けたらできないですけども、逆に、見方を変えれば、全てのピースが

いいバランスで整ってきているのではないかということで、ここでしっかりと皆さんでタ

ッグを組んで、新しい社会エネルギーシステムの話というか、システムの再構築みたいなこ

とができればいいなと思っていますし、それが資源の少ない日本が進むべき方向だと思っ

ておりますので、引き続きどうぞご協力のほどよろしくお願いいたします。 

それでは、事務局に議事をお返しします。 

 

３．閉会 

○事務局 

ありがとうございます。皆様、本日はお忙しいところ、本検討会にご参加いただきまして

ありがとうございました。 

次回、第 10回の検討会の詳細については、改めて議題等を含めてご連絡をさせていただ

きます。 

それでは、第９回次世代の分散型電力システムに関する検討会を終了させていただきま

す。 

改めまして、本日はご多忙の中ご参加いただきまして、誠にありがとうございました。 

 

―了― 


